
労働問題対処ノウハウ集 ６ 

賃金が出ない、一部支払われない 
・給料支払日になっても、支払われない。 
・退職したが、「突然辞められて迷惑したので、最後の給料を支払わない。」と言われた。 

基本のきほん 

◎賃金とは 

  労働基準法（以下、「労基法」という）では、賃金、

給料、手当、賞与などの名称に係わらず、労働の対価

として使用者が労働者に支払うべきすべてを「賃金」

と定義しています。 

 

◎賃金の支払の５つの原則 

  賃金は労働者の生活を支える重要なものですから、

その支払方法については労基法第 24 条により、次の

５つの原則が定められています。 

 

 ①通貨払いの原則 

小切手や手形などではなく、現金で支払うこと

（※本人の同意があれば、銀行振込も可） 

 ②直接払いの原則 

労働者本人に支払うこと 

 ③全額払いの原則 

賃金からの控除や相殺はできず、また、分割払い

はできないこと 

 ④毎月１回以上払いの原則 

月１回以上の賃金支払いが原則（毎月１回以上で

あれば、週払いや日払い等も可） 

 ⑤一定期日払いの原則 

賃金支払い日を特定し、一定期日ごとに支払うこ

と（※毎月 25 日など特定の日とする。第３木曜日

のような定め方はできず、今月は 10 日、来月は 25

日といった決め方も不可） 

 

ただし、賞与や退職金、その他臨時に支払われる賃

金等には、上記④⑤の原則は適用されません。 

 

◎最低賃金を守りましょう 

  賃金については、最低賃金法に基づいて定められた

最低賃金以上の額を支払わなければなりません。 

最低賃金は時間額表示で定められています。支払わ

れる賃金が最低賃金以上の額かどうかは、時間あたり

の金額に換算して最低賃金と比較します。 

  最低賃金には、都道府県単位で決定される地域別最

低賃金と、特定の産業・職種について個別に決定され

る特定(産業別)最低賃金があります。 

<解説> 

●地域別最低賃金は、地域における労働者の生計費、

賃金、通常の事業の賃金支払能力を考慮して定めら

れます。労働者の生計費を考慮する場合には、労働

者が健康で文化的な最低限度の生活を営むことが

できるよう、生活保護に係る施策との整合性に配慮

しています。地域別最低賃金の規定に違反した場合

には、50万円以下の罰金に処されます。 

●特定(産業別)最低賃金は、関係労使の申出がある場

合に定められます。特定(産業別)最低賃金は、地域

別最低賃金を上回らなければなりません。１人の労

働者について複数の最低賃金が適用される場合、よ

り金額の高いものが適用されます。 

●精神又は身体の障害により著しく労働能力の低い

者、試用期間中の者、基礎的な技能等を内容とする

認定職業訓練を受ける者のうち省令で定める者、軽

易な業務に従事する者、断続的労働に従事する者に

ついては、使用者が都道府県労働局長の許可を受け

た場合、最低賃金の減額の特例が適用されます。 

●派遣労働者の賃金については、派遣先の地域別（ま

たは産業別）最低賃金が適用されます。 

確かめましょう 

□賃金不払いの理由は何ですか。 

□不払いの額や算定方法、支払期日などは明確ですか。 

□時効になっていませんか。 

（退職金以外の賃金の時効は３年間※、退職金は５年

間） 

□会社に請求しましたか。 

※令和 2年 4月 1日から、当面の間、賃金一般の消滅時

効は、 

・令和 2 年 3 月 31 日以前に支払期日が到来した賃金の

消滅時効は２年 

・令和 2年 4月 1日以後に支払期日が到来した賃金の消

滅時効は３年になります。 

 

こんな対処法があります！ 

１ まずは請求を 

 賃金が支払われない場合には、いろいろなケースが

考えられますが、どのようなケースであれ、請求する

ことから第一歩が始まります。時間が経過してしまう

と、事実関係が曖昧になったり、証拠も散逸しがちに

なったりします。請求しないと時効になってしまいま

すので、速やかに対応しましょう。一度も請求や確認

をしていない場合は、まず、口頭で不払いの賃金を請

求し、なぜ不払いなのか、支払うということならば、

いつ支払われるのかを確認し、また、不払いの額も確

定してください。 

  賃金を支払うという方向で話が進むようであれば、

会社が認めた不払いの額、支払期日を文書にしてもら

いましょう。 
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  また、賃金の請求と並行して、労働契約書や就業規

則（賃金規程を含む）、タイムカードなど請求の根拠

となる書類を入手しておきましょう。」 

２ 不払いの理由を言われたら 

  勝手に出社しなくなった、辞め方が悪かったなど、

社会的に肯定されない行動があったとしても、使用者

は、労働者が実際に働いた部分の賃金を支払われなけ

ればなりません。 

  また、会社に損害を与えたことについての賠償金が

あるとして、使用者が一方的に賃金と相殺することも

できません。 

  さらに、資金繰りが苦しく、払いたくても払えない

経営状態の場合もあるでしょう。しかし、だからとい

って賃金を払わなくても良い理由にはなりません。 

会社の一方的な説明だけでなく、客観的な情報を手

に入れるように努め、疑問点があればしっかり確認す

ることも大切です。 

３ 約束よりも低い賃金だったら 

  基本給が雇入れの時の約束より低いといった場合

にも、まずは、当初の契約における賃金の額を会社に

確認してください。 

  使用者に確認する際に、賃金の額が書かれた書面を

提示できるよう、採用時などに、あらかじめ雇用契約

書や賃金の額が書かれた書面を交付するよう要求し

ておきましょう（労基法第 15 条、同法施行規則第５

条は、①賃金の決定、②計算、③支払方法、④賃金の

締切、⑤支払の時期について書面の交付により明示す

ることを使用者に義務付けています）。 

  職業安定所（ハローワーク）の求人票、求人広告の

写しなども保管しておくとよいでしょう。 

当初の契約における賃金の額が明確でないと、不払

い賃金の請求等の対応が難しくなりますので、証拠と

なる書面は必ず手元に保管してください。 

４ 会社に請求したけれど払ってくれない 

  会社が話し合いを避ける、あるいは、会社から何の

説明も得られない、話が平行線である等の場合には、

内容証明郵便で賃金の支払いを請求する方法が有効

な場合があります。 

内容証明郵便でこのような請求をする際には、支払

期限を明記するとともに、支払がない場合には、法的

手段をとる旨を明記することがよく行われています。 

また、賃金不払いは労基法第 24 条違反になること

が多いため、労働基準監督署に相談し、場合によって

は、労基法違反の申告をする方法もあります。 

この場合、内容証明郵便の控えなど、賃金を請求し

たのに支払われていないことを証明するものを持参

したり、あらかじめ不払いの額を確定しておくことを

お勧めします。 

  そのほか、賃金不払いがあった時の具体的な対処方

法としては、次のようなものがあります。 

①労働組合で交渉する 

  あなたのために交渉してくれそうな労働組合があ

れば、その組合に相談をする方法もあります。 

また、職場に労働組合がなくても、他にも賃金が支

払われていない同僚がいる場合などは、新たに自分た

ちで労働組合を結成し、交渉することもできます。 

②県の労働センターに相談する 

  これまで述べてきた対処方法は代表的なものです

が、実際には、それぞれのケースで状況が異なります。

また、当事者間で主張に隔たりがある場合には、これ

らの対処方法も困難になります。 

対処にあたり、疑問を感じた点はそのままにせず、

事業所の所在地を管轄する県の労働センターにご相

談ください。県の労働センターでは、相談者のケース

に応じて、これまで述べてきた対処方法などの助言を

するほか、場合によっては、あっせん指導を通じて当

事者間の自主的な解決に向けたお手伝いをします。 

③裁判所での手続きを考える 

  内容証明郵便での請求、労働基準監督署への申告、

労働組合の交渉などでも問題が解決せず、賃金が支払

われないときは、裁判所での手続きを考えることにな

ります。賃金不払いの問題は、弁護士に依頼しなくて

も、本人が裁判所での手続きを比較的利用しやすい分

野です。特に民事調停手続、140 万円以下の請求額の

訴訟（60 万円以下の場合は少額訴訟手続も利用可）、

支払督促手続などは、本人でも可能です（簡易裁判所

には訴状や申立書などのひな型も用意されています）。 

  また、上記の手続きに比べ、利用しやすい制度とし

て、労働審判手続があります。これは、裁判官である

労働審判官１名と労働関係の専門的な知識経験を有

する労働審判員２名で組織された労働審判委員会が、

３回以内の期日で審理し、迅速な話し合いによる解決

（調停）を試み、まとまらない場合には審判を言い渡

すという、簡易・迅速・適正な解決を図る手続きです。

詳しくは県の労働センターにご相談ください。 

５ 遅延損害金とは？ 

賃金が不払いの場合、本来支払われるべき日の翌日

から遅延している期間の利息に相当する遅延損害金

年利３％（ただし、2020 年４月１日より前に遅滞の

責任を負った場合は従前の通り６％）の請求をするこ

とができます。なお、利率は、市中の金利の変動に合

わせて３年ごとに見直されます。  

また、退職した労働者の退職金以外の不払い賃金で

あって、退職日に支払日が既に過ぎている賃金につい

ては、退職日以後、退職日以降に支払日が到来する賃

金については、その期日以後、年利 14.6％を超えな

い範囲内で政令で定める率を乗じて得た金額を遅延

利息として請求することができます。

お問合せ、ご相談は、下記の労働センターの労働相談窓口まで。    URL http://www.pref.kanagawa.jp/docs/k5n/cnt/f7579/index.html         
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